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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）光触媒性微粒子、（Ｂ）コロイダルシリカおよび（Ｃ）チタンアルコキシドの加
水分解・縮合により形成されたバインダーを含み、かつ固形分全量に基づき、（Ａ）成分
含有量が１０～５０質量％、（Ｂ）成分含有量が、固形分として４０～７０質量％および
（Ｃ）成分含有量が、ＴｉＯ２換算固形分として１０～３５質量％であることを特徴とす
る、滑雪用塗膜形成コーティング組成物。
【請求項２】
　（Ｃ）成分のバインダーが結晶化阻害物質を含む請求項１に記載の滑雪用塗膜形成コー
ティング組成物。
【請求項３】
　結晶化阻害物質が、硝酸アルミニウムである請求項２に記載の滑雪用塗膜形成コーティ
ング組成物。
【請求項４】
　（Ａ）成分の光触媒性微粒子が、アナターゼ型結晶を主成分とする酸化チタン微粒子で
ある請求項１、２または３に記載の滑雪用塗膜形成コーティング組成物。
【請求項５】
　溶媒として、エチレングリコールモノアルキルエーテル類、またはエチレングリコール
モノアルキルエーテル類と炭素数４以下のモノアルコール類との混合物を含む請求項１～
４のいずれか１項に記載の滑雪用塗膜形成コーティング組成物。
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【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のコーティング組成物を用いて形成されたことを特
徴とする滑雪用塗膜。
【請求項７】
　紫外線の照射により、水接触角が３°未満となる塗膜であって、１ｍＷ／ｃｍ２の紫外
線を照射して塗膜の水接触角を３°未満とし、その塗膜を暗所に放置した際に塗膜の水接
触角が１０°を超える時間、および前記の水接触角が３°未満の塗膜に、サンシャインウ
エザーメーターによる１５００時間の促進耐久試験を施した後、該塗膜を暗所に放置した
際に塗膜の水接触角が１０°を超える時間が、いずれも８０時間以上である請求項６に記
載の滑雪用塗膜。
【請求項８】
　有機基材上に、中間膜を介して請求項６または７に記載の塗膜を有することを特徴とす
る滑雪用部材。
【請求項９】
　中間膜が、有機－無機複合傾斜膜である請求項８に記載の滑雪用部材。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、滑雪用塗膜形成コーティング組成物、滑雪用塗膜および滑雪用部材に関する
。さらに詳しくは、本発明は、長期間良好な滑雪性能を維持することができる滑雪用光触
媒膜を形成するためのコーティング組成物、このコーティング組成物を用いて形成されて
なる滑雪用塗膜および有機基材上に該塗膜を有する滑雪用部材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　光触媒活性材料（以下、単に光触媒と称すことがある。）は、そのバンドギャップ以上
のエネルギーの光を照射すると、励起されて伝導帯に電子が生じ、かつ価電子帯に正孔が
生じる。そして、生成した電子は表面酸素を還元してスーパーオキサイドアニオン（・Ｏ
２-）を生成させると共に、正孔は表面水酸基を酸化して水酸ラジカル（・ＯＨ）を生成
し、これらの反応性活性酸素種が強い酸化分解機能を発揮し、光触媒の表面に付着してい
る有機物質を高効率で分解することが知られている。
　このような光触媒の機能を応用して、例えば脱臭、防汚、抗菌、殺菌、さらには廃水中
や廃ガス中の環境汚染上の問題となっている各種物質の分解・除去などが検討されている
。
【０００３】
　また、光触媒のもう１つの機能として、該光触媒が光励起されると、光触媒表面は、水
との接触角が１０°以下となる超親水化を発現することも知られている（例えば、特許文
献１参照）。このような光触媒の超親水化機能を応用して、例えば高速道路の防音壁やト
ンネル内照明、街路灯などに対する自動車の排ガスに含まれる煤などによる汚染防止用に
、あるいは自動車のボディーコートやサイドミラー用フィルム、防曇性、セルフクリーニ
ング性窓ガラス用などに光触媒を用いることが検討されている。
【０００４】
　このような光触媒としては、これまで種々の半導体的特性を有する化合物、例えば二酸
化チタン、酸化鉄、酸化タングステン、酸化亜鉛などの金属酸化物、硫化カドミウムや硫
化亜鉛などの金属硫化物などが知られているが、これらの中で、二酸化チタン、特にアナ
ターゼ型二酸化チタンは実用的な光触媒として有用である。この二酸化チタンは、太陽光
などの日常光に含まれる紫外線領域の特定波長の光を吸収することによって優れた光触媒
活性を示す。
【０００５】
　ところで、滑雪用構造体としては表面凹凸の無いアルミニウム板が広く用いられるが、
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このアルミニウム板は、経時的に付着する汚れにより表面に凹凸が形成され、その滑雪性
能は年々低下するという問題がある。
　これを改良する目的で滑雪や着雪防止塗料が検討されている。特に、フッ素樹脂などの
撥水塗料が広く検討されていたが、この撥水塗料も経時的に汚れが付着して、その特性が
低下することが知られており、したがって、現在は撥水塗料に光触媒による防汚性を付与
した研究が行われている（例えば、非特許文献１参照）。しかしながら、撥水塗料も、汚
れと共に光触媒で分解され、経時的に塗膜が薄くなることや、光触媒材料やフッ素樹脂の
滑落、流出するという問題があった。
【０００６】
　一方、光触媒の超親水性と防汚性を同時に利用した滑雪も検討されている。しかしなが
ら、この場合、光触媒の超親水機能によって初期の滑雪特性は十分であるが、いったん積
雪すると、通常、超親水性を発現するために必要な紫外線が殆ど当たらなくなるため超親
水性が低下し、滑雪機能が著しく低下する。そこで、それらを改善するため、例えばシリ
コンアルコキシドを加水分解、縮合して得られたシリカをバインダーおよび保水剤として
含む塗工液が開示されている（例えば、特許文献２および特許文献３参照）。しかしなが
ら、前記塗工液を用いて形成された塗膜の場合も、その滑雪特性は初期的には十分である
が、屋外使用で想定される雨などの水分に曝されると、シリカバインダーが徐々に溶出し
、その結果、暗所での親水性が著しく低下して、その滑雪機能が長期的には十分でなくな
るおそれがあった。
【０００７】
【特許文献１】国際特許公開９６／２９３７５号公報
【特許文献２】特開２００１－３８２１９号公報
【特許文献３】特開２００１－４７５８１号公報
【非特許文献１】「第１０回光触媒シンポジウム予稿集」、第１６６～１６７頁（２００
３年）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、このような事情のもとで、長期間良好な滑雪性能を維持することができる、
光触媒の超親水性を利用した滑雪用塗膜を形成するためのコーティング組成物、このコー
ティング組成物を用いて形成されてなる滑雪用塗膜および有機基材上に該塗膜を有する滑
雪用部材を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、前記目的を達成するために鋭意研究を重ねた結果、光触媒性微粒子と、
コロイダルシリカと、チタンアルコキシドの加水分解・縮合により形成されたバインダー
とを所定の割合で含むコーティング組成物により、その目的を達成し得ることを見出し、
この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は、
（１） （Ａ）光触媒性微粒子、（Ｂ）コロイダルシリカおよび（Ｃ）チタンアルコキシ
ドの加水分解・縮合により形成されたバインダーを含み、かつ固形分全量に基づき、（Ａ
）成分含有量が１０～５０質量％、（Ｂ）成分含有量が、固形分として４０～７０質量％
および（Ｃ）成分含有量が、ＴｉＯ２換算固形分として１０～３５質量％であることを特
徴とする、滑雪用塗膜形成コーティング組成物、
（２） （Ｃ）成分のバインダーが結晶化阻害物質を含む上記（１）項に記載の滑雪用塗
膜形成コーティング組成物、
（３） 結晶化阻害物質が、硝酸アルミニウムである上記（２）項に記載の滑雪用塗膜形
成コーティング組成物、
（４） （Ａ）成分の光触媒性微粒子が、アナターゼ型結晶を主成分とする酸化チタン微
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粒子である上記（１）、（２）または（３）項に記載の滑雪用塗膜形成コーティング組成
物、
（５） 溶媒として、エチレングリコールモノアルキルエーテル類、またはエチレングリ
コールモノアルキルエーテル類と炭素数４以下のモノアルコール類との混合物を含む上記
（１）～（４）項のいずれか１項に記載の滑雪用塗膜形成コーティング組成物、
（６） 上記（１）～（５）項のいずれか１項に記載のコーティング組成物を用いて形成
されたことを特徴とする滑雪用塗膜、
（７） 紫外線の照射により、水接触角が３°未満となる塗膜であって、１ｍＷ／ｃｍ２

の紫外線を照射して塗膜の水接触角を３°未満とし、その塗膜を暗所に放置した際に塗膜
の水接触角が１０°を超える時間、および前記の水接触角が３°未満の塗膜に、サンシャ
インウエザーメーターによる１５００時間の促進耐久試験を施した後、該塗膜を暗所に放
置した際に塗膜の水接触角が１０°を超える時間が、いずれも８０時間以上である上記（
６）項に記載の滑雪用塗膜、
（８） 有機基材上に、中間膜を介して上記（６）または（７）項に記載の塗膜を有する
ことを特徴とする滑雪用部材、および
（９） 中間膜が、有機－無機複合傾斜膜である上記（８）項に記載の滑雪用部材、
を提供するものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、長期間良好な滑雪性能を維持することができる、光触媒の超親水性を
利用した滑雪用塗膜を形成するためのコーティング組成物、このコーティング組成物を用
いて形成されてなる滑雪用塗膜および有機基材上に該塗膜を有する滑雪用部材を提供する
ことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　まず、本発明の滑雪用塗膜形成コーティング組成物（以下、単にコーティング組成物と
称することがある。）について説明する。
　本発明のコーティング組成物、すなわち光触媒塗工液において、（Ａ）成分として用い
られる光触媒性微粒子としては、太陽光線の照射を受けて光触媒機能を発揮し得る微粒子
であればよく、特に制限はないが、アナターゼ型結晶を主成分とする酸化チタン微粒子（
以下、アナターゼ結晶酸化チタン微粒子と称することがある。）が好適である。この酸化
チタン微粒子には、少量のルチル型結晶が混在していてもよく、また、窒化チタンや低次
酸化チタン等を一部含む可視光応答型の光触媒微粒子も使用することができる。このアナ
ターゼ結晶酸化チタン微粒子の平均粒子径は、１～５００ｎｍの範囲が好ましく、１～１
００ｎｍの範囲がより好ましく、１～５０ｎｍの範囲が優れた光触媒機能を有するために
最も好ましい。上記平均粒子径は、レーザー光を利用した散乱法によって測定することが
できる。
【００１３】
　また、当該光触媒性微粒子の内部および／またはその表面に、第二成分として、Ｖ、Ｆ
ｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｒｕ、Ｒｈ、Ｐｄ、Ａｇ、ＰｔおよびＡｕの中から選ばれ
る少なくとも１種の金属および／または金属化合物を含有させると、一層高い光触媒機能
を有するため好ましい。前記の金属化合物としては、例えば、金属の酸化物、水酸化物、
オキシ水酸化物、硫酸塩、ハロゲン化物、硝酸塩、さらには金属イオンなどが挙げられる
。第二成分の含有量はその物質の種類に応じて適宜選定される。
【００１４】
　前記アナターゼ結晶酸化チタン微粒子は、従来公知の方法によって製造することができ
るが、コーティング組成物中に均質に分散させるために酸化チタンゾルの形態で用いるの
が有利である。該酸化チタンゾルを製造するには、例えば粉末状のアナターゼ結晶酸化チ
タンを酸やアルカリの存在下で解こうさせてもよいし、粉砕によって粒子径を制御しても
よい。また、硫酸チタンや塩化チタンを熱分解あるいは中和分解して得られる含水酸化チ
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タンを物理的、化学的な方法で結晶子径、粒子径の制御を行ってもよい。さらにゾル液中
での分散安定性を付与するために、分散安定剤を使用することができる。
　本発明のコーティング組成物において、（Ｂ）成分として用いられるコロイダルシリカ
は光触媒膜に、暗所保持時においても超親水維持性能を発現させる作用を有している。
【００１５】
　光触媒は、紫外線などの光の照射によって、その表面に存在する有機物質を分解する性
質や、超親水化を発現するが、暗所では、一般にこのような光触媒機能が発現されない。
しかし、本発明のように、光触媒膜中にコロイダルシリカを含有させることにより、該光
触媒膜は、暗所でも超親水維持性能を発現する。
【００１６】
　このコロイダルシリカは、高純度の二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）を水性媒体に分散させて
コロイド状にした製品であって、平均粒子径は、通常１～２００ｎｍ、好ましくは５～５
０ｎｍの範囲である。シリカゾルや、シリコンアルコキシドの加水分解・縮合物では、反
応が終結していないので、水で溶出されやすく、それを含む光触媒膜は耐水性に劣る。一
方、コロイダルシリカは、反応終結微粒子であるため、水で溶出されにくく、それを含む
光触媒膜は、耐水性が良好なものとなる。
【００１７】
　本発明のコーティング組成物において、（Ｃ）成分として用いられるチタンアルコキシ
ドの加水分解・縮合物は、耐水性のバインダーとして機能するものである。
　前記チタンアルコキシドとしては、アルコキシル基の炭素数が１～４のチタンテトラア
ルコキシドが好ましく用いられる。このチタンテトラアルコキシドにおいては、４つのア
ルコキシル基は、たがいに同一でも異なっていてもよいが、入手の容易さなどの点から、
同一のものが好ましく用いられる。該チタンテトラアルコキシドの例としては、チタンテ
トラメトキシド、チタンテトラエトキシド、チタンテトラ－ｎ－プロポキシド、チタンテ
トライソプロポキシド、チタンテトラ－ｎ－ブトキシド、チタンテトライソブトキシド、
チタンテトラ－sec－ブトキシドおよびチタンテトラ－tert－ブトキシドなどが挙げられ
る。これらは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００１８】
　本発明においては、前記チタンアルコキシドを加水分解・縮合させてバインダーを形成
させるが、この加水分解・縮合反応は、後述の有機溶剤中において、例えばチタンテトラ
アルコキシドに対して、好ましくは０．５～４倍モル、より好ましくは１～３倍モルの水
を用い、塩酸、硫酸、硝酸などの無機酸の存在下、通常０～７０℃、好ましくは２０～５
０℃の範囲の温度において行うことができる。
【００１９】
　本発明におけるチタンアルコキシドの加水分解・縮合により形成されたバインダーは、
少なからず有機未反応基が含まれたＴｉＯｘＣｎＨｍ構造を有しており、有機基材の燃焼
温度以下では結晶化が起こりにくい。すなわち２００℃以下においてはアモルファス形態
を維持し、結晶化に伴う塗膜の脆弱化などが起こりにくいものであって、例えば、過酸化
チタンからなるアモルファス型チタン酸化物とは本質的に異なるものである。
【００２０】
　本発明のコーティング組成物においては、長期間良好な滑雪性能（超親水性の暗所保持
性能が長期間低下しない）を維持する滑雪用塗膜を形成するには、固形分全量に基づき、
前記（Ａ）成分の光触媒性微粒子の含有量が５～５０質量％、（Ｂ）成分のコロイダルシ
リカの含有量が、固形分として２５～７５質量％および（Ｃ）成分のバインダーの含有量
が、ＴｉＯ２換算固形分として１０～５５質量％であることが好ましく、特に、（Ａ）成
分含有量が１０～５０質量％、（Ｂ）成分含有量が、固形分として３０～７０質量％およ
び（Ｃ）成分含有量が、ＴｉＯ２換算固形分として１５～４５質量％であることが好まし
い。
【００２１】
　本発明においては、前記（Ｃ）成分であるチタンアルコキシドの加水分解・縮合により
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形成されたバインダーは、所望により結晶化阻害物質を含むことができる。この結晶化阻
害物質としては、効果の点から、無機塩類、有機塩類およびアルコキシド類の中から選ば
れる化合物、具体的には、硝酸、酢酸、硫酸、塩化アルミニウムならびにジルコニウムの
各塩類、ならびに、これら無機塩類の水和物、アルミニウムトリアセチルアセトナートな
どのアルミニウムキレート類、テトラ－ｎ－プロポキシジルコニウム、テトラエトキシシ
ラン、フェニルトリメトキシシランなどの金属アルコキシド類、ならびにこれら化合物の
加水分解物、あるいは、その縮合物を挙げることができる。これらの中で、特に硝酸アル
ミニウムならびにその水和物が好適である。前記結晶化阻害物質は、１種を単独で用いて
もよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　この結晶化阻害物質は、前記（Ｃ）成分を含む液にそのまま添加すればよく、その添加
順序については特に制限はない。
【００２２】
　本発明においては、前記結晶化阻害物質の使用量は、（Ｃ）成分のチタン原子に対して
、通常５～５０モル％の範囲で選定される。使用量が５モル％以上であれば、良好な結晶
化阻害効果が得られ、また５０モル％以下では非晶質酸化チタンが本来有する物理的性質
が良好に発揮される。結晶化阻害物質として硝酸アルミニウムを用いる場合の特に好まし
い使用量は１０～３０モル％の範囲である。
【００２３】
　本発明のコーティング組成物において、該組成物における各粒子の分散安定性などの点
から、溶剤として、エチレングリコールモノアルキルエーテル類、またはエチレングリコ
ールモノアルキルエーテル類と炭素数４以下のモノアルコール類との混合物を含むことが
好ましい。
【００２４】
　前記エチレングリコールモノアルキルエーテル類としては、例えばエチレングリコール
モノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノ
プロピルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテルなどのセロソルブ系溶剤を挙
げることができる。これらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いて
もよい。
【００２５】
　また、このエチレングリコールモノアルキルエーテル類と併用することができる炭素数
４以下のモノアルコール類としては、例えばメタノール、エタノール、ｎ－プロパノール
、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、イソブタノール、sec－ブタノール、tert－ブタ
ノールなどが挙げられる。これらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて
用いてもよい。
　前記、分散媒であるエチレングリコールモノアルキルエーテル類あるいは炭素数４以下
のモノアルコール類との混合物は、基材を選ばず、特に各種有機基材とのぬれ性は良好で
、成膜することが容易である。
【００２６】
　コーティング組成物は、ゲル化や沈殿物の生成を引き起こし易く、安定性に問題を生じ
たり、また成膜時に白味を帯びて透明性が失われたりする場合があるため、前記、エチレ
ングリコールモノアルキルエーテル類とモノアルコール類は、質量比１０：０ないし４：
６の割合が好ましい。
【００２７】
　さらに、本発明のコーティング組成物においては、添加した粒子の凝集などを防ぐつま
り、組成物の安定性の面から、その中に含まれる水の量と無機酸の量との関係は、水の濃
度をＸモル／リットル、無機酸の水素原子濃度をＹモル／リットルとした場合、関係式
【００２８】
　　Ｄ＞Ｙ＞Ｅ　　　　　　　　　　・・・（ａ）
　　０．０１９＜Ｙ＜０．３　　　　・・・（ｂ）
　　　１＜Ｘ＜１４　　　　　　　　・・・（ｃ）
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（ただし、
　　Ｄ＝１．４６×１０－２Ｘ２－４．０６×１０－２Ｘ＋３．９３×１０-2

　　Ｅ＝－０．０４×１０－２Ｘ２＋１．６６×１０－２Ｘ－２．８８×１０-2

である。）
【００２９】
を満たすように、適宜加えることが好ましい。
【００３０】
　本発明のコーティング組成物の調製方法しては特に制限はないが、例えば以下のように
して調製することができる。
　まず、エチレングリコールモノアルキルエーテル類、またはエチレングリコールモノア
ルキルエーテル類と炭素数４以下のモノアルコール類との混合物からなる有機溶剤中に、
所定量のチタンアルコキシドに対して０．５～４倍モル、好ましくは１～３倍モルの水と
、所定量の無機酸を加え、０～７０℃程度、好ましくは２０～５０℃の温度において、チ
タンアルコキシドの加水分解・縮合反応を行って形成されたバインダー液またはこれに結
晶化阻害物質を加えた液を添加後、所定量のアナターゼ結晶酸化チタンゾルとコロイダル
シリカを加え、均質に分散させることにより、本発明のコーティング組成物を調製するこ
とができる。
【００３１】
　次に、本発明の滑雪用塗膜（以下、塗膜を光触媒膜と称することがある。）について説
明する。
　前記ようにして調製されたコーティング組成物を適当な基材上に、公知の方法、例えば
ディップコート法、スピンコート法、スプレーコート法、バーコート法、ナイフコート法
、ロールコート法、ブレードコート法、ダイコート法、グラビアコート法などにより塗布
し、成膜したのち、自然乾燥または加熱乾燥することにより、本発明の滑雪用光触媒膜が
得られる。加熱乾燥する場合は、２００℃以下の温度を採用することができる。このよう
に、成膜したのち、低温での保持処理により、形成された滑雪用光触媒膜は、十分な光触
媒機能を発現し得るので、基材としては、例えばセラミックス、ガラス、金属、合金など
の耐熱性に優れる無機基材の他に、耐熱性に劣る有機基材も好適に用いることができる。
【００３２】
　本発明においては、前記滑雪用光触媒膜として、紫外線の照射により、水接触角が３°
未満となる塗膜であって、１ｍＷ／ｃｍ２の紫外線を照射して塗膜の水接触角を３°未満
とし、その塗膜を暗所に放置した際に塗膜の水接触角が１０°を超える時間、および前記
の水接触角が３°未満の塗膜に、サンシャインウエザーメーターによる１５００時間の促
進耐久試験（ＪＩＳ　Ｋ　７３５０に準拠）を施した後、該塗膜を暗所に放置した際に塗
膜の水接触角が１０°を超える時間が、いずれも８０時間以上、好ましくは９６時間以上
である性状を有するものを得ることができる。
【００３３】
　なお、暗所に放置して水接触角を測定するのは、雪が積もっていたり、天候が曇りであ
ったりして、紫外線が当らないことを想定して、暗所に放置し、その際の親水性の劣化程
度を評価するためである。水接触角が小さいほど滑雪しやすい。
　また、水接触角が３°未満の塗膜をすぐに暗所に放置するのは、施工後１年目の冬を想
定した場合であり、上記塗膜を促進耐久試験したのち、暗所に放置するのは、施工後数年
経過した冬の積雪を想定した場合である。
【００３４】
　このような性状を有する光触媒膜は、形成直後の塗膜を暗所に放置した場合、および長
期間太陽光に曝された後で暗所に放置した場合のいずれにおいても、超親水性状態を維持
することができ、滑雪用塗膜として好適である、例えば施工後、３年以上を経た場合にお
いても、滑雪性に優れている。
【００３５】
　次に、本発明の滑雪用部材について説明する。
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　本発明の滑雪用部材は、前述の光触媒膜を部材表面に有する部材であって、材質には特
に制限はない。
　例えば金属系材料、ガラスやセラミックス系材料、その各種無機系材料からなる無機基
材の表面には、本発明のコーティング組成物をそのまま、直接塗工することで滑雪用塗膜
を形成することができる。
　なお、本発明における無機基材は、無機系材料以外の材料、例えば樹脂系材料からなる
基材の表面に、無機系塗膜を有するものも包含する。
【００３６】
　一方、例えば高分子化合物などの有機系材料からなる有機基材の表面には、中間膜を介
して、本発明のコーティング組成物を塗工することで滑雪用塗膜を形成することができる
。
　上記有機基材としては、例えばポリメチルメタクリレートなどのアクリル樹脂、ポリス
チレンやＡＢＳ樹脂などのスチレン系樹脂、ポリエチレンやポリプロピレンなどのオレフ
ィン系樹脂、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタレートなどのポリエステ
ル系樹脂、６－ナイロンや６，６－ナイロンなどのポリアミド系樹脂、ポリ塩化ビニル系
樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリフェニレンサルファイド系樹脂、ポリフェニレンエ
ーテル系樹脂、ポリイミド系樹脂、セルロースアセテートなどのセルロース系樹脂などか
らなる基材を挙げることができる。
　なお、本発明における有機基材は、有機系材料以外の材料、例えば金属系材料、ガラス
やセラミックス系材料、その各種無機系材料からなる基材の表面に、有機系塗膜を有する
ものも包含する。
【００３７】
　このような有機基材上に直接光触媒膜を形成すると、該光触媒膜の光触媒作用により、
有機基材は短期間で劣化するため、本発明においては、有機基材と光触媒膜との間に、有
機基材の劣化を抑制するための中間膜が介挿される。この中間膜としては、これまで各種
中間膜、例えばシリコーン樹脂膜、アクリル変性シリコーン樹脂膜、有機－無機複合傾斜
膜などが知られているが、本発明においては、有機基材および光触媒膜との密着性および
有機基材の劣化防止性などの点から、有機－無機複合傾斜膜が好ましく用いられる。
【００３８】
　この有機－無機複合傾斜膜は、有機高分子化合物と金属酸化物系化合物とが化学的に結
合した複合体を含み、かつ金属成分の含有率が該膜の厚み方向に連続的に変化する成分傾
斜構造を有するものである。このような複合傾斜膜は、（Ｘ）分子中に加水分解により金
属酸化物と結合し得る金属含有基（以下、加水分解性金属含有基と称すことがある。）を
有する有機高分子化合物と共に、（Ｙ）加水分解により金属酸化物を形成し得る金属含有
化合物を加水分解処理してなるコーティング剤を用いて形成させることができる。
【００３９】
　前記（Ｘ）成分の加水分解性金属含有基を有する有機高分子化合物は、例えば（ａ）加
水分解性金属含有基を有するエチレン性不飽和単量体と、（ｂ）金属を含まないエチレン
性不飽和単量体を共重合させることにより、得ることができる。
　上記（Ｘ）（ａ）成分である加水分解性金属含有基を有するエチレン性不飽和単量体と
しては、一般式（Ｉ）
【００４０】
【化１】

【００４１】
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（式中、Ｒ１は水素原子またはメチル基、Ａはアルキレン基、好ましくは炭素数１～４の
アルキレン基、Ｒ２は加水分解性基または非加水分解性基であるが、その中の少なくとも
１つは加水分解により、（Ｙ）成分と化学結合しうる加水分解性基であることが必要であ
り、また、Ｒ２が複数の場合には、各Ｒ２はたがいに同一であってもよいし、異なってい
てもよく、Ｍ１はケイ素、チタン、ジルコニウム、インジウム、スズ、アルミニウムなど
の金属原子、ｋは金属原子Ｍ１の価数である。）
で表される基を挙げることができる。
【００４２】
　上記一般式（Ｉ）において、Ｒ２のうちの加水分解により（Ｙ）成分と化学結合しうる
加水分解性基としては、例えばアルコキシル基、イソシアネート基、塩素原子などのハロ
ゲン原子、オキシハロゲン基、アセチルアセトネート基、水酸基などが挙げられ、一方、
（Ｙ）成分と化学結合しない非加水分解性基としては、例えば低級アルキル基などが好ま
しく挙げられる。
【００４３】
　一般式（Ｉ）における－Ｍ１Ｒ２

ｋ－１で表される金属含有基としては、例えば、トリ
メトキシシリル基、トリエトキシシリル基、トリ－ｎ－プロポキシシリル基、トリイソプ
ロポキシシリル基、トリ－ｎ－ブトキシシリル基、トリイソブトキシシリル基、トリ－ｓ
ｅｃ－ブトキシシリル基、トリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシリル基、トリクロロシリル基、ジ
メチルメトキシシリル基、メチルジメトキシシリル基、ジメチルクロロシリル基、メチル
ジクロロシリル基、トリイソシアナトシリル基、メチルジイソシアナトシリル基など、ト
リメトキシチタニウム基、トリエトキシチタニウム基、トリ－ｎ－プロポキシチタニウム
基、トリイソプロポキシチタニウム基、トリ－ｎ－ブトキシチタニウム基、トリイソブト
キシチタニウム基、トリ－ｓｅｃ－ブトキシチタニウム基、トリ－ｔｅｒｔ－ブトキシチ
タニウム基、トリクロロチタニウム基、さらには、トリメトキシジルコニウム基、トリエ
トキシジルコニウム基、トリ－ｎ－プロポキシジルコニウム基、トリイソプロポキシジル
コニウム基、トリ－ｎ－ブトキシジルコニウム基、トリイソブトキシジルコニウム基、ト
リ－ｓｅｃ－ブトキシジルコニウム基、トリ－ｔｅｒｔ－ブトキシジルコニウム基、トリ
クロロジルコニウム基、またさらには、ジメトキシアルミニウム基、ジエトキシアルミニ
ウム基、ジ－ｎ－プロポキシアルミニウム基、ジイソプロポキシアルミニウム基、ジ－ｎ
－ブトキシアルミニウム基、ジイソブトキシアルミニウム基、ジ－ｓｅｃ－ブトキシアル
ミニウム基、ジ－ｔｅｒｔ－ブトキシアルミニウム基、トリクロロアルミニウム基などが
挙げられる。
　この（ａ）成分のエチレン性不飽和単量体は１種用いてもよいし、２種以上を組み合わ
せて用いてもよい。
【００４４】
　一方、上記（ｂ）成分である金属を含まないエチレン性不飽和単量体としては、例えば
一般式（II）
【００４５】
【化２】

【００４６】
（式中、Ｒ３は水素原子またはメチル基、Ｘは一価の有機基である。）
で表されるエチレン性不飽和単量体、好ましくは一般式（II－ａ）
【００４７】
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【化３】

【００４８】
（式中、Ｒ３は前記と同じであり、Ｒ４は炭化水素基を示す。）
で表されるエチレン性不飽和単量体、あるいは上記一般式（II－ａ）で表されるエチレン
性不飽和単量体と、必要に応じて添加される密着性向上剤としての一般式（II－ｂ）
【００４９】
【化４】

【００５０】
（式中、Ｒ５は水素原子またはメチル基、Ｒ６はエポキシ基、ハロゲン原子若しくはエー
テル結合を有する炭化水素基を示す。）
で表されるエチレン性不飽和単量体との混合物を挙げることができる。
【００５１】
　上記一般式（II－ａ）で表されるエチレン性不飽和単量体において、Ｒ４で示される炭
化水素基としては、炭素数１～１０の直鎖状若しくは分岐状のアルキル基、炭素数３～１
０のシクロアルキル基、炭素数６～１０のアリール基、炭素数７～１０のアラルキル基を
好ましく挙げることができる。炭素数１～１０のアルキル基の例としては、メチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、および各種のブチル基、ペンチル基、ヘキシ
ル基、オクチル基、デシル基などが挙げられる。炭素数３～１０のシクロアルキル基の例
としては、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、メチルシクロヘキシル基、シクロオク
チル基などが、炭素数６～１０のアリール基の例としては、フェニル基、トリル基、キシ
リル基、ナフチル基、メチルナフチル基などが、炭素数７～１０のアラルキル基の例とし
ては、ベンジル基、メチルベンジル基、フェネチチル基、ナフチルメチル基などが挙げら
れる。
【００５２】
　この一般式（II－ａ）で表されるエチレン性不飽和単量体の例としては、メチル（メタ
）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、ブチル
（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）ア
クリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、ベ
ンジル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。これらは単独で用いてもよいし、２種以
上を組み合わせて用いてもよい。
【００５３】
　前記一般式（II－ｂ）で表されるエチレン性不飽和単量体において、Ｒ６で示されるエ
ポキシ基、ハロゲン原子若しくはエーテル結合を有する炭化水素基としては、炭素数１～
１０の直鎖状若しくは分岐状のアルキル基、炭素数３～１０のシクロアルキル基、炭素数
６～１０のアリール基、炭素数７～１０のアラルキル基を好ましく挙げることができる。
上記置換基のハロゲン原子としては、塩素原子および臭素原子がよい。上記炭化水素基の
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具体例としては、前述の一般式（II－ａ）におけるＲ４の説明において例示した基と同じ
ものを挙げることができる。
【００５４】
　前記一般式（II－ｂ）で表されるエチレン性不飽和単量体の例としては、グリシジル（
メタ）アクリレート、３－グリシドキシプロピル（メタ）アクリレート、２－（３，４－
エポキシシクロヘキシル）エチル（メタ）アクリレート、２－クロロエチル（メタ）アク
リレート、２－ブロモエチル（メタ）アクリレートなどを好ましく挙げることができる。
【００５５】
　また、前記一般式（II）で表されるエチレン性不飽和単量体としては、これら以外にも
スチレン、α－メチルスチレン、α－アセトキシスチレン、ｍ－、ｏ－またはｐ－ブロモ
スチレン、ｍ－、ｏ－またはｐ－クロロスチレン、ｍ－、ｏ－またはｐ－ビニルフェノー
ル、１－または２－ビニルナフタレンなど、さらにはエチレン性不飽和基を有する重合性
高分子用安定剤、例えばエチレン性不飽和基を有する、酸化防止剤、紫外線吸収剤および
光安定剤なども用いることができる。これらは単独で用いてもよいし、２種以上を組み合
わせて用いてもよい。
　また、一般式（II－ａ）で表されるエチレン性不飽和単量体と一般式（II－ｂ）で表さ
れるエチレン性不飽和単量体とを併用する場合は、前者のエチレン性不飽和単量体に対し
、後者のエチレン性不飽和単量体を１～１００モル％の割合で用いるのが好ましい。
【００５６】
　前記（ａ）成分の加水分解性金属含有基を有するエチレン性不飽和単量体と（ｂ）成分
の金属を含まないエチレン性不飽和単量体とを、ラジカル重合開始剤の存在下、ラジカル
共重合させることにより、（Ｘ）成分である加水分解性金属含有基を有する有機高分子化
合物が得られる。
　一方、（Ｙ）成分の加水分解により金属酸化物を形成し得る金属含有化合物（加水分解
性金属含有化合物）としては、一般式（III）
【００５７】
【化５】

【００５８】
（式中のＲ７は非加水分解性基、Ｒ８は加水分解性基、Ｍ２は金属原子を示し、ｍは金属
原子Ｍ２の価数であり、ｎは０＜ｎ≦ｍの関係を満たす整数である。）
で表される化合物又はその縮合オリゴマーが用いられる。
【００５９】
　上記一般式（III）において、Ｒ７が複数ある場合は、複数のＲ７は同一であっても異
なっていてもよく、Ｒ８が複数ある場合、複数のＲ８は同一であっても異なっていてもよ
い。Ｒ７で示される非加水分解性基としては、例えばアルキル基、アリール基、アルケニ
ル基などが好ましく挙げられ、Ｒ８で示される加水分解性基としては、例えば水酸基、ア
ルコキシル基、イソシアネート基、塩素原子などのハロゲン原子、オキシハロゲン基、ア
セチルアセトネート基などが挙げられる。また、Ｍ２で示される金属原子としては、例え
ばケイ素、チタン、ジルコニウム、インジウム、スズ、アルミニウムなどが挙げられる。
【００６０】
　この一般式（III）で表される化合物又はその縮合オリゴマーとしては、例えばテトラ
メトキシシラン、テトラエトキシシラン、テトラ－ｎ－プロポキシシラン、テトライソプ
ロポキシシラン、テトラ－ｎ－ブトキシシラン、テトライソブトキシシラン、テトラ－ｓ
ｅｃ－ブトキシシラン、テトラ－ｔｅｒｔ－ブトキシシランなど、並びにこれらに対応す
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るテトラアルコキシチタンおよびテトラアルコキシジルコニウム、さらにはトリメトキシ
アルミニウム、トリエトキシアルミニウム、トリ－ｎ－プロポキシアルミニウム、トリイ
ソプロポキシアルミニウム、トリ－ｎ－ブトキシアルミニウム、トリイソブトキシアルミ
ニウム、トリ－ｓｅｃ－ブトキシアルミニウム、トリ－ｔｅｒｔ－ブトキシアルミニウム
などの金属アルコキシド、あるいは金属アルコキシドオリゴマー、例えば市販品のアルコ
キシシランオリゴマーである「メチルシリケート５１」、「エチルシリケート４０」（い
ずれもコルコート社製商品名）、「ＭＳ－５１」、「ＭＳ－５６」（いずれも三菱化学社
製商品名）など、さらにはテトライソシアナトシラン、メチルトリイソシアナトシラン、
テトラクロロシラン、メチルトリクロロシランなどが挙げられるが、この（Ｙ）成分とし
ては、金属のアルコキシドが好適である。
【００６１】
　本発明においては、この加水分解性金属含有化合物は、１種を単独で用いてもよく、２
種以上を混合して用いてもよい。
　本発明においては、アルコール、ケトン、エーテルなどの適当な極性溶剤中において、
前記（Ｘ）成分の有機高分子化合物および（Ｙ）成分である少なくとも１種の加水分解性
金属含有化合物からなる混合物を塩酸、硫酸、硝酸などの酸、あるいは固体酸としてのカ
チオン交換樹脂を用い、通常０～１００℃、好ましくは２０～６０℃の温度にて加水分解
処理し、固体酸を用いた場合には、それを除去したのち、さらに、所望により溶剤を留去
または添加し、塗布するのに適した粘度に調節して塗工液からなるコーティング剤を調製
する。温度が低すぎる場合は加水分解が進まず、高すぎる場合は逆に加水分解・重合反応
が速く進みすぎ、制御が困難となり、その結果得られる傾斜塗膜の傾斜性が低下するおそ
れがある。
【００６２】
　次に、このようにして得られた塗工液からなるコーティング剤を、有機基材表面に乾燥
後の平均厚みが４０～３００ｎｍの範囲になるように、ディップコート法、スピンコート
法、スプレーコート法、バーコート法、ナイフコート法、ロールコート法、ブレードコー
ト法、ダイコート法、グラビアコート法などの公知の手段により塗膜を形成し、公知の乾
燥処理、例えば４０～１５０℃程度の温度で加熱乾燥処理することにより、所望の有機－
無機複合傾斜膜が形成される。
　この複合傾斜膜の平均厚みが４０ｎｍ未満では中間膜としての機能が充分に発揮されな
いし、３００ｎｍを超えるとクラックなどが発生するおそれがある。
【００６３】
　このようにして形成された有機－無機複合傾斜膜においては、表面層は、複合膜中の金
属成分の含有率はほぼ１００％であって、基材方向に逐次減少していき、基材近傍ではほ
ぼ０％となる。すなわち、該有機－無機複合傾斜膜は、実質上、有機基材に当接している
面が有機高分子化合物成分のみからなり、もう一方の開放系面が金属酸化物系化合物成分
のみからなっている。
【００６４】
　本発明においては、このようにして形成された有機－無機複合傾斜膜上に、前述の本発
明のコーティング組成物を塗布、成膜したのち、２００℃以下の温度で保持処理して、光
触媒膜を設けることができる。この光触媒膜の厚みは、通常１０ｎｍ～５μｍの範囲で選
定される。この厚みが１０ｎｍ未満では光触媒機能が十分に発揮されないし、５μｍを超
えると厚みの割には光触媒機能の向上効果が認められず、むしろクラックが生じたりする
原因となる。好ましい厚みは３０ｎｍ～３μｍであり、特に３０ｎｍ～１μｍの範囲が好
ましい。
　このようにして、有機基材上に中間膜を介して形成された光触媒膜を有する本発明の滑
雪用部材は、長期間良好な滑雪性能を維持することができる。
【００６５】
　本発明の滑雪用部材の形状については特に制限はなく、例えばフィルム、シート、板状
体、その他各種形状の構造体など、いずれであってもよい。例えば、道路標識、遮音板、
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看板、太陽電池パネル、電線、建物の屋根、建物の壁、鉄道車両、自動車などがあげられ
る。
【実施例】
【００６６】
　次に、本発明を実施例により、さらに詳細に説明するが、本発明は、これらの例によっ
てなんら限定されるものではない。
　なお、各例で得られた光触媒膜の性能は、以下に示す方法に従って評価した。
（１）初期滑雪性
　３０ｃｍ×３０ｃｍのアルミニウム板上に光触媒膜を形成してなる評価試料を、１ｍＷ
／ｃｍ２の紫外線をブラックライトで照射することにより、膜表面の水接触角をいったん
３°未満にし、暗所で３日間放置した後、１０°の傾斜をつけ架台に取り付けて、暗所、
－１０℃の雰囲気下で評価試料上に１０ｃｍ降雪させた。そして、すぐに暗所、５℃の雰
囲気下に曝し、２０分後までに雪が滑り落ちる面積を確認し、下記の判定基準に従って評
価した。
　　○：全ての雪が滑り落ちた。
　　△：一部の雪が滑り落ちなかった。
　　×：半分以上の雪が滑らず残った。
　なお、この初期滑雪性は、施工１年目を想定した評価である。
【００６７】
（２）長期間保持後の滑雪性
　前記（１）の評価において、評価試料を１ｍＷ／ｃｍ２の紫外線をブラックライトで照
射することにより、膜表面の水接触角をいったん３°未満にする前に、ＪＩＳ　Ｋ　７３
５０に準じ、カーボンアーク式サンシャインウエザーメータ試験機［試験機：スガ試験機
（株）社製サンシャインウエザーメータ「Ｓ３００」］により、促進耐久試験（サイクル
：照射１０２分間、照射＋降雨１８分間の２時間１サイクル、ブラックパネル温度:６３
±３℃、相対湿度：５５±５％）を１５００時間施したこと以外は、同様の方法で評価し
た。なお、この促進試験は、３～５年を経過した状態を想定している。
【００６８】
（３）超親水性の暗所保持性
　（イ）初期暗所保持性
　３０ｃｍ×３０ｃｍのアルミニウム板上に、直接、もしくは有機－無機複合傾斜膜付き
のフィルムを介して、光触媒膜を形成してなる評価試料に、１ｍＷ／ｃｍ２の紫外線をブ
ラックライトで照射することにより、膜表面の水接触角をいったん３°未満にした。その
後、すぐ暗所で放置して、水接触角が１０°を超える時間を測定した。
【００６９】
　（ロ）長期間保持後の暗所保持性
　３０ｃｍ×３０ｃｍのアルミニウム板上に直接、もしくは有機－無機複合傾斜膜付きの
フィルムを介して、光触媒膜を形成してなる評価試料に、前記（２）と同様にして促進耐
久試験を１５００時間行った後、暗所で水接触角が２０°を越えるまで暗所で保持した後
、１ｍＷ／ｃｍ２の紫外線をブラックライトで照射することにより、膜表面の水接触角を
いったん３°未満にしたのち、その後、すぐ暗所で放置して、水接触角が１０°を超える
時間を測定した。
【００７０】
製造例１　バインダー液の作製
　チタンテトライソプロポキシド１０．００ｇ（０．０３５モル）をエチルセロソルブ１
９．９０ｇ（０．２２１モル）に溶解した溶液に、６０質量％硝酸水溶液１．６８ｇ（０
．０１６モル）と水０．６１ｇ（０．０３４モル）とエチルセロソルブ７．８０ｇ（０．
０８７モル）との混合溶液を撹拌しながらゆっくり滴下し、その後、３０℃で４時間撹拌
した。その後、エチルセロソルブ７７．６０ｇ（０．８６３モル）を加え、ＴｉＯ２換算
で固形分濃度２．３８質量％のバインダー液を作製した。
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　ここで、バインダー液中の水は、６０質量％硝酸水溶液に含まれる水（０．６７ｇ）と
、添加した水（０．６１ｇ）の合計で、１．２８ｇ、６０質量％硝酸水溶液に含まれる硝
酸は、１．０１ｇである。
【００７１】
製造例２　
　有機－無機複合傾斜膜付きフィルムの作製
　メチルメタクリレート１０．９ｇおよびγ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラ
ン１．３６ｇの混合溶液に、２，２′－アゾビスイソブチロニトリル０．１ｇを溶解させ
た後、撹拌しながら７５℃で３時間反応させて、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ
ー（ＧＰＣ）法によるポリスチレン換算の重量平均分子量が約７万の共重合体を得た。こ
の共重合体１．０ｇをメチルイソブチルケトン１００ｍｌに溶解させ、１０ｇ／リットル
濃度の有機成分溶液を得た。
【００７２】
　チタンテトライソプロポキシド１０．０ｇ（０．０３６モル）をエチルセロソルブ１９
．９ｇ（０．２２１モル）に溶解した溶液に、６０質量％硝酸水溶液１．６８ｇ（０．０
１６モル）と、水０．６１ｇ（０．０３４モル）とエチルセロソルブ７．８ｇ（０．０８
７モル）との混合溶液を攪拌しながらゆっくり滴下し、その後３０℃で４時間攪拌して無
機成分溶液を得た。
【００７３】
　有機成分溶液５ｍｌをメチルイソブチルケトン２０ｍｌに加えた後、エチルセロソルブ
１６．７ｍｌ、次いで有機成分溶液８．８ｍｌを加えて成分傾斜膜塗工液を調製した。こ
の塗工液をマイヤーバーにて５０μｍ厚みのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィ
ルム（帝人デュポンフィルム（株）社製、「テトロンＨＢ－３」）上にバーコートし、溶
剤を揮発させて、厚さ１００ｎｍの有機－無機複合傾斜膜付きフィルムを得た。
【００７４】
実施例１
　エチルセロソルブ９４．１１ｇとｎ－プロパノール１３３．５９ｇとの混合物を攪拌し
ながら、これにバインダー液４４．１２ｇを添加し、次いで、６０質量％硝酸水溶液０．
８１ｇと水２０．４０ｇの混合液をゆっくりと滴下した。次いで、ここにアナターゼ型結
晶の酸化チタン粒子分散液［チタン工業（株）製「ＰＣ－２０１」、溶媒：水７７.２質
量％、硝酸２.１質量％、固形分濃度２０．７質量％、平均粒径２０～４０ｎｍ］１．４
５ｇ、コロイダルシリカ［日産化学工業（株）製「ｓｎｏｗｔｅｘ　ＩＰＡ－ＳＴ」、溶
媒：イソプロピルアルコール６９．９９９質量％、硝酸０．００１質量％、固形分濃度３
０質量％、平均粒径１０～２０ｎｍ］５．５０ｇを順次攪拌しながら、ゆっくり滴下する
ことにより、光触媒塗工液（滑雪用塗膜形成コーティング組成物）を調製した。
【００７５】
　ここで、光触媒塗工液に含まれる水の量は、バインダー液中の０．４８ｇ、６０質量％
硝酸水溶液中の０．３２ｇ、添加した水の２０．４０ｇ、アナターゼ型結晶の酸化チタン
粒子分散液中の１．１２ｇであり、合計は２２．３２ｇとなり、１．２４モルである。ま
た、硝酸の量は、バインダー液中の０．３８ｇ、６０質量％硝酸水溶液中の０．５０ｇ、
アナターゼ型結晶の酸化チタン粒子分散液中の０．０３ｇ、コロイダルシリカ分散液中の
５．５０×１０－５ｇであり、合計は０．９０ｇとなり、１．４３×１０－２モルである
。上記調整した光触媒塗工液は３００ｇ、比重が０．８６であることから、水の濃度は、
３．６モル／リットル、硝酸の水素原子濃度は４．１×１０－２モル／リットルであった
。
【００７６】
　次に、製造例２で得た有機－無機複合傾斜膜付きフィルムの該傾斜膜上に、上記塗工液
をマイヤーバーにて成膜し、溶剤を揮発させて厚さ４５ｎｍの光触媒膜を形成させた。こ
れを粘着剤にて、３０ｃｍ×３０ｃｍのアルミニウム板上に施工し、各種評価を行った。
光触媒塗工液中の各成分構成比および各種評価結果を表１に示す。
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【００７７】
実施例２～６
　光触媒塗工液中の各成分の含有割合を表１に示すように変更した以外は、実施例１と同
様にして光触媒塗工液を調製し、さらに光触媒膜を形成させた。
　各光触媒塗工液の成分構成比および各種評価結果を表１に示す。
【００７８】
実施例７
　３０ｃｍ×３０ｃｍのアルミニウム板に、実施例１で得られた光触媒塗工液をスピンコ
ート（１０００ｒｐｍ、３０秒）し、１５０℃で５時間加熱し、厚さ４５ｎｍの光触媒膜
を直接形成させた。
　各種評価結果を表１に示す。
【００７９】
比較例１、２
　光触媒塗工液中の各成分の含有割合を表１に示すように変更した以外は、実施例１と同
様にして光触媒塗工液を調製し、さらに光触媒膜を形成させた。
　各光触媒塗工液の成分構成比および各種評価結果を表１に示す。
【００８０】
比較例３
　実施例４においてコロイダルシリカの代わりに、テトラアルコキシシランの部分加水分
解縮合物を用いた以外は、実施例４と同様にして光触媒塗工液を調製し、さらに光触媒膜
を形成させた。
　各光触媒塗工液の成分構成比および各種評価結果を表１に示す。
【００８１】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
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【００８２】
　本発明の滑雪用コーティング組成物は、長期間良好な滑雪性能を維持することができる
滑雪用光触媒膜、およびこの光触媒膜を有する滑雪用部材を提供することができる。
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